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【様式 11】企画技術提案書等に関する質問書 

 

企画技術提案書等に関する質問書 

 

平成  年  月  日 

柏市長  秋山 浩保 様 

 

「柏市公共下水道管路施設包括的予防保全型維持管理業務委託」に関する企画技術提案書等につ

いて、以下のとおり質問書を提出します。 

 

会 社 名  

 

質 問 箇 所 

書 類 名  

ペ ー ジ  

項 番  

項 目  

質 問 内 容 

 

注 1）質問は、簡潔かつ具体的に記入すること。 

注 2）質問は、本様式 1 枚につき 1 件とする。質問が複数ある場合は、本様式を複写して用いる

こと。 

注 3）質問内容を確認するため連絡する場合があるので、最終ページに連絡先を記載してくださ

い。 
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【様式 12】辞退届 

 

辞  退  届 
 

平成  年  月  日 

 

柏市長  秋山 浩保 様 

 

商号又は名称 

所 在 地 

代表 者氏 名               印 

 

 

当社は、平成 30 年 4 月 10 日付で公表された「柏市公共下水道管路施設包括的予防保全型維持

管理業務委託」に係るプロポーザルに参加表明いたしましたが、次の段階である企画技術提案書

の募集（提出）への参加につきましては、都合により参加を辞退しますので、取扱いの程よろし

くお願いいたします。 

 

 

（担当者連絡先） 

氏 名 

所属・役職 

電 話 番 号 

F A X 番 号 

電子メール 

 

※共同企業体の場合、商号又は名称は代表企業名とし、その上段に共同企業体名を記入すること。 

 



- 48 - 

【様式 13】委任状 

 

委  任  状 
 

平成  年  月  日 

 

柏市長  秋山 浩保 様 

 

商号又は名称 

所 在 地 

代表 者氏 名               印 

 

私は、下記の者を代理人と定め、「柏市公共下水道管路施設包括的予防保全型維持管理業務委託」

の募集手続きに係る下記の権限を委任します。 

 

記 

 

１．受任者 

所 在 地 

名 称 等 

所属・役職 

氏 名                印 

 

２．委任事項 

(1) プロポーザル参加表明書及び参加資格確認書類の提出について 

(2) 企画技術提案書類の提出について 

(3) 辞退届の提出について 

(4) その他、上記委任事項に付随する書類等の提出について 

 

 

※必要のない委任事項は削除し、他に委任事項がある場合は追加すること。 

※共同企業体の場合は、商号又は名称は代表企業名とし、その上段に共同企業体名を記入するこ

と。 
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【様式 14】パワーポイント様式 

 

 

別途「プロポーザル実施要領（様式集）PPT テンプレート.pptx」を参照されたい。 

また、様式の中に企業（共同企業体を含む）本体の PR を含んではならない。 
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【参考図１】 
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（第６条第４項）  

 

柏市プロポーザル方式選定委員会  

（柏市公共下水道管路施設包括的予防保全型維持管理業務）  

開催状況  

 

１  開催日時  

  平成３０年８月３０日（木）午前１０時～午後３時３０分  

２  開催場所    

柏市役所本庁舎３階  庁議室  

（柏市柏五丁目１０番１号）  

３  出席者（※職・氏名の記載の順序及び方法は任意です。）  

  （委員）  

  佐藤委員長，鬼沢副委員長，山口委員，高橋（玲）委員，飯田

委員，高橋（秀）委員，君島委員  

  （事務局 )  

  下水道整備課  内田次長，小泉主幹，宮崎主査，梅澤主事  

４  議題  

 (1) 提案審査（プレゼンテーション及びヒアリング）  

 (2) 優先交渉者の選定  

５  結果報告  

 (1)優先交渉権者  

  団体名   柏市公共下水道管路施設包括的予防保全型維持  

       管理業務共同企業体  

  代表企業  積水化学工業㈱  

       環境・ライフラインカンパニー  東日本支店  

  構成員   柏管更生有限責任事業組合  

       松戸環境整備事業協同組合  

       管清工業㈱  千葉営業所  

       ㈱東京設計事務所  東葛飾事務所  

       パシフィックコンサルタンツ㈱  千葉事務所  

       ㈱奥村組  東京支店  

       ㈱清流メンテナンス  



 (2)選定日  

  基礎審査  平成３０年８月  ８日（水）  

  提案審査  平成３０年８月３０日（木）  

 (3)評価結果  

団体名  総合評価点  順位  

柏市公共下水道管路施設包括的予防

保全型維持管理業務共同企業体  

5850.2 点  1 位  

Ａ共同企業体  5105.3 点  2 位  

 

 

 

 

 



（第６条第４項）  

 

柏市プロポーザル方式選定委員会  

（柏市公共下水道管路施設包括的予防保全型維持管理業務）  

開催状況  

 

１  開催日時  

  平成３０年８月８日（木）午後１時３０分～午後４時  

２  開催場所    

柏市役所本庁舎３階  庁議室  

（柏市柏五丁目１０番１号）  

３  出席者（※職・氏名の記載の順序及び方法は任意です。）  

  （委員）  

  佐藤委員長，鬼沢副委員長，山口委員，高橋（玲）委員，飯田

委員，高橋（秀）委員，君島委員  

  （事務局 )  

  下水道整備課  内田次長，小泉主幹，宮崎主査，梅澤主事  

４  議題  

 (1) 委員長・副委員長の選任  

 (2) 概要説明  

 (3) 基礎審査  

５  次回開催日時（予定）  

  平成３０年８月３０日（木）午前１０時～午後３時  



 

 

 

 

柏市公共下水道管路施設包括的予防保全型 

維持管理業務委託 

 

 

 

事業者選定経過及び審査講評 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 30 年 9 月 10 日 

柏市 

 



I 事業概要 

 

１ 事業名称 

柏市公共下水道管路施設包括的予防保全型維持管理業務委託 

 

２ 事業の場所 

  柏市内一円 

 

３ 事業期間 

契約締結から平成 34 年 9月 30 日まで 

 

４ 事業内容 

本業務は、本市が所管する下水道管路施設の維持管理に関する各種業務及び計画策

定等について、受託者のノウハウや創意工夫等を促し、効率的な維持管理が実現でき

るよう、複数年度契約で、包括的に委託するものであり、委託者と受託者との連携作

業により、管路施設運用・活用の技術力（マネジメント力）を築き上げ、下水道管路

施設の機能維持・維持管理業務の効率化及びサービスレベルの向上を図ることを目的

とする。これまでの「発生対応型の維持管理」から安定的かつ継続的に下水道管路施

設の機能（ストック効果）が発揮できるようにするために「予防保全型の維持管理」

へと転換させるものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



II 審査方法等 

 

１ 優先交渉権者選定の方法 

事業者の選定にあたっては、民間ノウハウの活用による事業の効率化や財政負担の削減

を図るため、「公募プロポーザル方式」により優先交渉権者の選定を行うこととした。 

 

２ 選定委員会 

市は、民間事業者の審査を専門的知見に基づいて実施するにあたって「公募プロポーザ

ル選定委員会」を設置した。公募プロポーザル選定委員会を構成する委員は、次のとお

りである。 

 

（敬称略） 

《委員長》 

  佐藤 弘泰（東京大学大学院新領域創成科学研究科准教授） 

《副委員長》 

 鬼沢 徹雄（柏市 副市長） 

《委員》 

山口 直也（青山学院大学大学院会計プロフェッション研究科准教授） 

高橋 玲路（弁護士 アンダーソン・毛利・友常法律事務所） 

飯田 晃一（柏市 企画部長） 

高橋 秀明（柏市 財政部長） 

君島 昭一（柏市 土木部長） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３ 契約締結までの流れ 

 

公告から契約締結に至るまで、以下のとおりである。 

 

 

 

 

 

（１）参加資格確認 

 参加資格確認は、公募説明書に定めた参加資格要件に基づき、提出された参加資格確

認書類に対する基礎審査により行うこととした。 

 

図-1 受託者決定フロー 



（２）優先交渉権者決定基準 

 

①総合評価の方法 

選定委員会は、総合評価点によって評価順位を決定するとともに、最も高い提

案を優秀提案とし、当該提案を行った者を受託候補者としての優先交渉権者（最

優秀提案者）として選定した。 

また、次に高い提案を行った者を次点者とした。 

 

総合評価点＝各委員の総合評価点の和 

 

企画技術提案書で求める提案内容の評価について、非価格要素に関する技術評

価点と価格要素に関する価格評価点の配点は、それぞれ 800 点及び 200 点を満点

とし、技術評価点と価格評価点を加算して得られる合計点を総合評価点とした。 

 

総合評価点（1,000 点満点）＝技術評価点（800 点満点）＋価格評価点（200 点満点） 

 

基礎審査選定者から提出された企画技術提案内容を審査し、「技術評価点」と「価格

評価点」の合計によって「総合評価点」を算出し、各委員の総合評価点の和が最も高い

ものを、優先交渉権者とした。 

 

②技術評価点の算出方法 

（ア）評価項目と配点 

 技術評価点の評価項目及び配点は次頁（表-1）のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



表-1 基礎審査及び提案審査の評価項目及び評価の着眼点（判断基準）（1/3） 

区分 評価項目 評価の着眼点 配点 

実
績
及
び
実
施
体
制 

本市及び業務対象地区の精通度 

・ 本市及び千葉県内での作業拠点、受注実績（本市実績分を区分

し記載すること。） 

・ 受注実績を踏まえた、本業務対象地区（地理・地形等）の熟知

度及び下水道管路施設等の精通度 

 

[40] 

 

実施実績 

・ 同種、類似業務の受託実績があるか。 

・ 過去の受注高（契約額）の比較（過去5ヵ年度の推移） 

・ 受託業務上の技術的特長（技術力を要した事項） 

20 

 

保有する技術者の状況 

（技術力の根拠） 

・ 専門分野の技術者の勤務状況（保有技術者及び技術力のバラン

ス） 

・ 本業務に有益な資格の種類とそれを有する資格者の保有

技術者数 

20 

業
務
提
案
内
容 

企画技術提案概要 

・ 本業務に関する企画技術提案について、民間事業者としてノ

ウハウ及び創意工夫等を発揮できる事項を的確に述べている

か。 

・ 対象業務に関する知識及び経験が盛り込まれているか。 

・ 予防保全型維持管理（計画的維持管理業務及び計画的改築業

務）及びストックマネジメント実施計画関連業務

の基本的な考え方が備わっているか。 

100 

 

実
施
体
制
に
お
け
る
提
案 

業務実施体制 

（配置人数、保有機材） 

・ 本業務を実施するために必要な実施体制図と人員配置計画及

び資機材等（平日、休日、夜間、緊急時の各体制）を適切かつ

実務的に提案しているか。 

・ 再委託先等に関して、適切な実施体制を構築しているか。 

・ 従事する労働者の適正な労働条件・労働環境の確保について

、十分配慮しているか。 

・ 実作業を担当する企業（構成員）が保有する機材・車両等を写

真等で確認できるか。 

60 

業務実施体制 

（地域特性を考慮した企業等

の活用） 

・構成員及び再委託先等に関して、地域の人材、地元企業、本市の

下水道管路施設に精通した企業等を適切に活用した実施体制とな

っているか。 

・地元企業、本市の下水道管路施設に精通した企業等ごとに、業務

配分に見合った発注予定額と再委託予定額となっているか。 

[60] 

担当予定技術者の 

資格・経験及び配置計画 

・ 本業務に必要な有資格者の考え方とその配置計画を的確に記

載しているか。 

・ 従業者の研修・教育訓練等によるスキルアップ及び異動等

への対応についての考え方を述べているか。 

50 

受託実績からの提案 

・ 同種、類似業務の受託実績から、本業務を実施するにあたって

の創意工夫及び、他の民間事業者より優れた技術力の発揮を述

べているか。 

25 

 

セルフモニタリング 

・ 本業務のセルフモニタリングの基本計画が適切かつ実務的な

内容となっているか。 

・ セルフモニタリングの実施体制・役割分担（会議体等）

、評価基準（プロセス評価等）の達成、モニタリング

結果の活用方法（業務改善等）等が要求水準（企画技術提案内

容が要求水準を上回っている場合は当該企画技術提案内容）を

確保するために、的確かつ合理的に述べているか。 

40 

[ ]は地域貢献に関する評価項目への配点 

※技術提案評価基準における地元企業とは、計画的維持管理業務に関しては、東葛飾土木事務所管内または柏

土木事務所管内に本店を有する企業を指し、計画的な改築業務に関しては柏市内に本店を有する企業を指す。 

 



 

表-1 基礎審査及び提案審査の評価項目及び評価の着眼点（判断基準）（2/3） 

区分 評価項目 評価の着眼点 配点 

業
務
提
案
内
容 

実
施
計
画
に
お
け
る
提
案 

業務全般における実施計画 

・ 各種業務に係る要求水準（指標等）に対する達成に向け

た考え方を含めて、効率的かつ確実な実施方法等を具体

的に述べているか。 

・ 要求水準未達とならないための対応策、未達の場合の迅

速な対応は適切かつ合理的なものになっているか。 

・ 各業務の一体的統括管理（統括管理業務）による利点を

活かした有効な企画技術提案及び課題（弱点）を克服す

る企画技術提案（アクション目標を含む）を具体的に述

べているか。 

・ 要求水準（指標等）に対して、予防保全型維持管理の観

点から要求水準に達しない場合の対応策及びアクション

目標の達成に向けた対応策を記述しているか。 

・ 点検調査及び緊急度判定を踏まえ、計画的改築業務に対

する効率的・効果的な更生工法等の企画技術提案をして

いるか。 

55 

予
防
保
全
型
維
持
管
理
業
務 

計画的維持管理業務 

・ 効率的かつ効果的な巡視点検、管路内簡易カメラ点検調

査、公共汚水桝点検、管路内目視調査が行われる実施

計画となっているか。 

・ 現場状況に応じて、迅速かつ臨機に調査方法等の変更等

の対応可能な体制になっているか。 

・ 異常箇所及び不具合箇所の早期発見に対処する実施

計画となっているか。 

・ 業務上の安全管理及び労働安全衛生について、的確かつ

実務的に述べているか。 

・ 本業務に関するデータベース等の管理・分析・活用（ス

トッックマネジメントの見直し等）を述べているか。 

55 

計画的改築業務 

・ 「柏市下水道事業中長期経営計画」を考慮した、効率的・

効果的な改築業務計画の企画技術提案がなされている

か。 

・ 現場状況・条件に適合した更生工法等の施工方法等の企

画技術提案がなされているか。 

・ 改築業務の設計から施工まで、現場状況等及び施工規模

に応じた円滑な業務継続及び業務遂行が可能となる体制

等を構築する実施計画となっているか。 

・ 業務上の安全管理及び労働安全衛生について、的確かつ

実務的に述べているか。 

・ 本業務に関するデータベース等の管理・分析・活用（ス

トッックマネジメントの見直し等）を述べているか。 

95 

ストックマネジメント 

実施計画関連業務 

・ 既ストックマネジメント計画を熟知した企画技術提案と

なっているか。 

・ 点検調査等の結果及び改築業務等に基づく既ストックマ

ネジメント計画の見直し業務について、的確かつ実務的

に述べているか。 

30 

 

 

 

 



表-1 基礎審査及び提案審査の評価項目及び評価の着眼点（判断基準）（3/3） 

区分 評価項目 評価の着眼点 配点 

業
務
提
案
内
容 

実
施
計
画
に
お
け
る
提
案 

統
括
管
理
業
務 

一元的統括管理業務 

・ 統括管理業務の位置付け及び役割並びに効果等につい

て、的確かつ実務的に述べているか。 

・ 配置予定統括責任者は受託実績を含めてマネジメント力

を有する知識と経験（受託実績を含む）等を有している

か。 

・ 配置予定統括責任者が相応かつ迅速な意思決定ができる

実施体制等となっているか。 

・ 本業務全体の統括的な施工管理及び工程管理について、

的確かつ実務的に述べているか。 

・ セルフモニタリング（本市によるモニタリングを 

含む）及び業務改善並びに委託料のサービス対価 

の支払等の関係 

性（連動）について、熟知したうえで、的確かつ 

実務的に述べているか。 

30 

業務計画書及び 

報告書作成業務 

・ 業務計画書及び業務報告書の書式及び記載方法につい

て、熟知したうえで実施計画を適切かつ的確に述べてい

るか。 

・ 業務計画書及び報告書を作成し、適時に報告できる体制

（配置予定統括責任者を含む）等を構築しているか。 

・ セルフモニタリング及び業務改善に繋げるデータベース

等の管理・分析・活用等を述べているか。 

15 

そ
の
他
の
提
案 

危機管理（リスク管理）・ 

安全対策の提案 

・ 異常時・緊急時に対応できる体制等を妥当かつ

具体的に記載しているか。 

・ 現場及び市民等からの支援要請に係る初動対応に関する

企画技術提案が、その作業を終えるまでの目標の時間（ア

クション目標を含む）を設定したうえで、的確かつ具体

的になされているか。 

15 

地域貢献に関する提案 

（社会貢献を含む） 

・ 地元企業等との連携及び協力（本業務への参画を含む）

並びに地域の人材の活用（地域住民の雇用を含む）を考

慮した企画技術提案を的確かつ具体的に述べているか。 

・ 地域（地域住民を含む）との連携及び協働並びに地域活

性化への取組等の企画技術提案が的確かつ具体的になさ

れているか。 

[50] 

企
画
技
術
提
案 

企画技術提案に 

基づく業務 

・ アクション目標を達成するために、効率的・効果的に対

応できる体制等の企画技術提案が的確か実務的になされ

ているか。 

・ 企画技術提案内容が要求水準の達成につながるものとな

っており、本市に適応した実現性、説得性を有している

か。 

30 

追加提案 

・ 本業務全体にわたって業務目標（要求水準）及び業務内

容を達成するために、要求水準を超える追加的・補完的

な企画技術提案がなされているか。 

10 

小計 基礎審査項目（地元項目に関する項目を含む） 800 

 

 

 

 



表-2 提案審査の評価項目及び評価の着眼点（判断基準）  

区分 評価項目 評価の着眼点 配点 

提案審査の評価対象及び評価項目（非価格要素）について、プレゼンテーション及びヒアリングの実施結果により再度審

査を実施し、コスト（価格要素）も含め提案審査として全項目を評価する。 

コ
ス
ト 

参考見積金額の妥当性 ・ 評価点＝配点×最低見積金額÷当該提案見積金額 200 

合計 提案審査項目 1.000 

 

（イ）評価点の算出方法 

表-3（地域貢献を除く項目）及び表-4（地域貢献に関する項目）に示す評価点の

得点化方法は、５段階評価により、審査項目別に得点を算出し、その合計を評価点

とする。なお、審査項目別の得点は、小数点以下第２位を四捨五入して小数点以下

第１位まで求める。 

 

表-3  地域貢献を除く項目に関する評価点の得点化方法 
 

評価 評価基準 得点化方法 

Ａ 当該審査項目について、特に優れた技術力を有していると考えられる。 配点×1 

Ｂ 当該審査項目について、A評価と C評価の概ね中間の技術力を有していると考えられる。 配点×3/4 

Ｃ 当該審査項目について、優れた技術力を有していると考えられる。 配点×2/4 

Ｄ 当該審査項目について、C評価と E評価の概ね中間の技術力を有していると考えられる。 配点×1/4 

Ｅ 当該審査項目について、要求水準を充足する程度の技術力を有していると考えられる。 配点×0 

 

表-4  地域貢献に関する項目の評価点の得点化方法 
 

評価 評価基準 得点化方法 

Ａ 当該審査項目について、地域の経済的資源を十分に活用した企画技術提案と考えられる。 配点×1 

Ｂ 当該審査項目について、A評価と C評価の概ね中間の企画技術提案と考えられる。 配点×3/4 

Ｃ 当該審査項目について、地域の経済的資源を活用した企画技術提案と考えられる。 配点×2/4 

Ｄ 当該審査項目について、C評価と E評価の概ね中間の企画技術提案と考えられる。 配点×1/4 

Ｅ 
当該審査項目について、地域の経済的資源を十分には活用していない企画技術提案と 

考えられる。 
配点×0 



③価格評価点の算出方法 

基礎審査選定者の見積金額について、以下の算式に基づいて価格評価点を算出

する。 

点数は、小数点以下第 2 位を四捨五入した値とする。 

 

価格評価点 ＝ 配点（200 点）×（最低価格 ÷ 当該参加者の見積価格） 

 

（算出例）（配点：200 点の場合） 

Ａグループ：見積額   180,000,000 円 

200 点×（150,000,000 円／180,000,000 円） 

＝166.7 点 

 

Ｂグループ：見積額 210,000,000 円 

200 点×（150,000,000 円／210,000,000 円） 

＝142.9 点 

 

Ｃグループ：見積額 150,000,000 円（最低価格） 

200 点×（150,000,000 円／150,000,000 点） 

＝200 点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅲ 優先交渉権者の経過及び結果 

 

１ 参加資格確認 

 

 平成 30年 4月 10 日に公告を行い、平成 30 年 5月 28 日までに、表-5 に示す２グループ

から参加資格確認書類の提出があった。なお、代表 A社共同企業体及びその構成員の企業

名は非公開とする。 

 

表-5 参加資格確認書類の提出があったグループ一覧 

共同企業体名 代表企業 構成員 

代表 A社共同企業体 A 社 B 社 

C 社 

D 社 

E 社 

F 社 

G 社 

H 社 

柏市公共下水道管路施設包

括的予防保全型維持管理業

務共同企業体 

積水化学工業㈱ 環境・ﾗｲﾌ

ｶﾝﾊﾟﾆｰ 東日本支店 

柏管更生有限責任事業組合 

松戸環境整備事業協同組合 

管清工業㈱ 

㈱東京設計事務所 

パシフィックコンサルタン

ツ㈱ 

㈱奥村組 

㈱清流メンテナンス 

  

参加資格確認の結果、表-5 のグループについては参加資格を満たしていることを確認し

たため、平成 30 年 6 月 1日に参加資格確認結果の通知を行った。 

 

２ 基礎審査 

 

平成 30 年 6 月 4 日から平成 30年 7月 6日までの企画技術提案書類の受付期間に、上記

２グループから企画技術提案書類の提出があった。 

平成 30 年 8 月 8 日に、柏市プロポーザル方式選定委員会を開催し、上記２グループから

提出のあった企画技術提案について基礎審査を行った。表-1 の基礎審査項目について、表

-3、表-4の評価基準に従い評価をした結果、いずれの提案も要求水準を充足する提案であ



ると判断し、上記２グループを基礎審査選定者とした。 

また、基礎審査選定者に対して、企画技術提案内容について提案審査の当日に確認を要

する事項を取りまとめた「質問書」を、基礎審査結果の通知と合わせて、平成 30 年 8 月 15

日に基礎審査選定者宛てに送付した。 

 

３ 提案審査 

 

（１）技術評価点の算出 

平成 30 年 8 月 30 日に、柏市プロポーザル方式選定委員会を開催し、基礎審査選定者か

ら提出された企画技術提案内容について審査した。 

審査方法は、企画技術提案内容について基礎審査選定者がパワーポイントを用いて 20分

発表し、その後、8月 15日に送付した「質問書」を中心に 40 分間の質疑応答を行った。そ

の後、表-1 及び表-2 の評価項目、表-3及び表-4の評価基準に沿って各委員が採点を行っ

た。結果を表-6 に示す。 

 

表-6 技術評価点 

 

共同企業体名 

代表 A社共同企業体 柏市公共下水道管路施設包

括的予防保全型維持管理業

務共同企業体 

各委員の技術評価点の和 3,705.3 点 4,454.5 点 

 

（２）価格評価点の算出 

企画技術提案書に添付されている見積金額を基に、表-7 に示すように価格評価点の算出

を行った。 

 

表-7 提案価格（税込）及び価格評価点 

 

共同企業体名 

代表 A社共同企業体 柏市公共下水道管路施設包

括的予防保全型維持管理業

務共同企業体 

見積金額 3,327,891,900 円 3,337,575,958 円 

価格評価点 200.0 点 199.4 点 

各委員の価格評価点の和 1,400.0 点 1,395.8 点 

 

（３）総合評価点の算出 

各委員の総合評価点を合計した総合評価点を算出した結果、柏市公共下水道管路施設包

括的予防保全型維持管理業務共同企業体が最も高い総合評価点となった。各基礎審査選定



者の総合評価点は以下（表-8）のとおりである。 

 

表-8 総合評価点（各委員の総合評価点の和） 

 

共同企業体名 

代表 A社共同企業体 柏市公共下水道管路施設包

括的予防保全型維持管理業

務共同企業体 

価格評価点 1,400.0 点 1,395.8 点 

技術評価点 3,705.3 点 4,454.5 点 

総合評価点 5,105.3 点 5,850.3 点 

 

（４）優先交渉権者の決定 

以上の審査結果より、柏市公共下水道管路施設包括的予防保全型維持管理業務共同企業

体を優先交渉権者として決定した。 

 

（５）審査講評 

 公募プロポーザル選定委員会による審査講評は別添のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

柏市公共下水道管路施設包括的予防保全型維持管理業務委託 

公募プロポーザル選定委員会 審査講評 

総評 

 

柏市の下水道管路施設は、1960 年代から本格的な整備が開始され、標準耐用年数である

50 年を超過した管渠が年々増加しております。この増加に伴い、下水道管路施設に起因す

る道路陥没や管路閉塞等のリスク事象も増加傾向にあることから、柏市としては予防保全

型維持管理の実現を目指して、大規模な改築業務を盛り込んだ包括的民間委託を実施する

に至りました。 

今回の公募プロポーザルでは予防保全型維持管理を実現するために、柏市の地域特性や

実情を踏まえた上で民間ノウハウを十分発揮した提案であるか、また、地元企業や地域人

材を活用した地元貢献に資する提案内容であるかの、主に二つの側面から評価を致しまし

た。 

代表 A 社共同企業体からは、柏市の地域特性を十分踏まえ、柏市が現状抱えている課題

を解決するための具体的な方策や維持管理データを活用するための先進技術をご提案いた

だき、柏市が喫緊に対応しなければならないことについて明確にお示しいただきました。

また、地域企業の活用に関しても、地元企業を改築業務へ積極的に関与させ、管更生工事

に関する技術継承を推進するための実施体制のご提案を頂きました。 

柏市公共下水道管路施設包括的予防保全型維持管理業務共同企業体からは、地元企業を

軸とした新たな予防保全型維持管理への転換による「柏モデル」の構築を目標に 4 つの基

本方針を掲げ、これらの基本方針を実現するうえで取組むべき事項、創意工夫を発揮でき

る事項を整理し、PDCA サイクルとして見事に構築されたご提案いただきました。地元企業

等の活用においては、多くの地元企業からなる管更生組合を設立し事業へ参画させるとと

もに、マネジメント業務に関するノウハウを伝授することにより、地元企業を中心とした

維持管理体制の構築に大きく貢献するご提案となっておりました。 

いずれの共同企業体も優れたマネジメント能力及び専門的技術力を有し、柏市が目指す

予防保全型維持管理を実現するとともに、柏市民に安全と安心をもたらすことができる提

案であったと認識しております。しかしながら、柏市公共下水道管路施設包括的予防保全

型維持管理業務共同企業体のご提案の方が、蓄積したデータの活用や地元企業の活用・育

成、セルフモニタリングの実施体制など、複数の項目で優れておりました。 

今回、優先交渉権者として選定された柏市公共下水道管路施設包括的予防保全型維持管

理業務共同企業体において、契約が成立した暁には、セルフモニタリングや事業の進捗状

別 添 



況についての報告等、ご提案いただいた内容に従って業務を実施し柏市と緊密な関係を構

築していただきたく存じます。また、提案内容に変更が生じる場合は、常にコスト縮減を

念頭においてご提案いただければ幸いです。 

下水道管路施設の包括的民間委託において、大規模な改築業務を取り入れるのは全国初

であり、全国の下水道関係者が注目する事例となっておりますので、是非とも成功してい

ただき、全国へ波及するモデルケースとなっていただければと存じます。 
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柏市下水道管路施設包括的民間委託に係るアンケート 

■ 回答ご担当者 

ご回答いただきますご担当者様の連絡先等をご記入ください。 

会社名  

所属部署  

ご担当者名  

電話  

FAX  

e-mail  

 

１． 本事業への参画意向について 

設問 1-1.本事業は、柏市管路施設に関する維持管理業務、改築業務を民間事業者に委ねる

事業となります。事業スキーム検討資料を確認して頂いた上で、本事業に対し、興味・関

心はありますか。 

□ 大いに興味・関心がある 

□ 興味・関心がある 

□ 興味・関心はない 

設問 1-2.現時点で本事業への参画意向はありますか。 

□ ある 

□ 現時点では判断できない 

□ ない 

 

２． 本事業への民活手法の導入について 

設問 2-1.本事業では、包括的民間委託方式により維持管理業務、改築業務を一つにまとめ

て、事業を民間事業者に委ねることを検討しています。本事業への民活手法の導入につい

て、以下の内容に対しご回答下さい。 

＜選択肢＞ 

ア 本事業への民活手法の導入の有効性は極めて高いと考える。 

イ 本事業への民活手法の導入の有効性は高いと考える。 

ウ 本事業への民活手法の導入の有効性は低いと考える。 

エ 本事業への民活手法の導入の効果は無いと考える。 

オ どちらとも言えない。 

＜理由＞ 

 

 

 

 

 

 

柏市　大手第１回
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設問 2-2.本事業において適切な事業方式として、御社の提案を最大限活かすためには、ど

のような事業方式が望ましいですか。以下の内容に対しご回答ください。 

＜選択肢＞ 

ア 包括的民間委託方式 

イ DBO 方式 

ウ その他（               ） 

＜理由＞ 

 

 

 

 

３． 管路施設予防保全型維持管理実施フロー 

設問 3-1.事業スキーム検討資料における「第 2 章柏市における管路施設予防保全型維持管

理実施フロー」について、以下の内容に対しご回答ください。 

＜選択肢＞ 

ア 予防保全型維持管理の実施フローとして適切である。 

イ 予防保全型維持管理の実施フローとして適切でない。 

上記質問で、「イ 予防保全型維持管理の実施フローとして適切でない。」と回答した

場合、不適切な点及び改善案をご提示ください。 

＜不適切な点＞ 

 

 

 

＜改善案＞ 

 

 

 

 
 
設問 3-2.管路本管支線については、管口カメラ調査によるスクリーニング調査を実施した

後に、管路内調査を実施することとしていますが、これよりも有効なスクリーニング調査

手法があれば、ご回答ください。 

＜回答欄＞ 
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４． 事業導入スケジュール 

事業スキーム検討資料における「第 2 章柏市における管路施設予防保全型維持管理実施フロ

ー」について、以下の質問に対しご回答ください。 

設問 4-1.「募集要項等の公表」から「事業提案書受付」までに 3ヵ月の期間を取る予定で

すが、適切でしょうか。 

＜選択肢＞ 

ア 適切である。 

イ 適切でない。 

上記質問で、「イ 適切でない。」と回答した場合、どの程度の期間が適切かを提示く

ださい。 

 ヶ月間 

 
設問 4-2.市が現状実施する事後保全型維持管理を事業範囲に含める場合、引継ぎ期間に 1

ヵ月の期間を取る予定ですが、適切でしょうか。 

＜選択肢＞ 

ア 適切である。 

イ 適切でない。 

上記質問で、「イ 適切でない。」と回答した場合、どの程度の期間が適切かを提示く

ださい。 

 ヶ月間 

 
設問 4-3.そのほか、事業導入スケジュールについて、意見があれば、以下にご記入くださ

い。 

＜回答欄＞ 
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５． 事業範囲 

事業スキーム検討資料における「第 4 章柏市包括的民間委託のケース別事業範囲」につい

て、以下の質問に対しご回答ください。 

設問 5-1.ケース１からケース４までで、どの事業スキームが最適でしょうか。 

＜選択肢＞ 

ア ケース１ 

イ ケース２ 

ウ ケース３ 

エ ケース４ 

上記質問で、最適として選んだ理由及びそれ以外を選ばなかった理由を以下にご回答

ください。 

＜最適なケースとして選んだ理由＞ 

 

 

 

＜それ以外のケースを選ばなかった理由＞ 

 

 

 

 

設問 5-2.ケース１からケース４まで以外で、より良い事業スキームの案があれば、ご回答

ください。 

＜回答欄＞ 

 

 

 

 

 

 

これ以降の質問については、最適として選んだケースについて、ご回答ください。 

・「ケース１」を選定した場合、「第５章ケース１の事業スキーム」を参照のうえ、ご回答くだ

さい。 

・「ケース２」を選定した場合、「第６章ケース２の事業スキーム」を参照のうえ、ご回答くだ

さい。 

・「ケース３」を選定した場合、「第７章ケース３の事業スキーム」を参照のうえ、ご回答くだ

さい。 

・「ケース４」を選定した場合、「第８章ケース１の事業スキーム」を参照のうえ、ご回答くだ

さい。  
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６． 事業期間 

設問 6-1.事業スキーム検討資料における「●.1節 事業期間」（※ケース１からケース４ま

でで章が違うため、「●」で記載。以下、同じ）に示す事業期間は適切か、ご回答くださ

い。 

＜選択肢＞ 

ア 適切である。 

イ 適切でない。 

上記質問で、「イ 適切でない。」と回答した場合、どの程度の期間が適切かを提示く

ださい。また、その理由をお示しください。 

 年間 

 

＜理由＞ 

 

 

 

７． 業務範囲について 

設問 7-1.事業スキーム検討資料における「●.3.1 項 業務内容」に示す業務項目は適切

か、ご回答ください。 

＜選択肢＞ 

ア 適切である。 

イ 適切でない。 

上記質問で、「イ 適切でない。」と回答した場合、追加すべき業務又は削除すべき業

務について、理由と併せてご回答ください。 

＜追加すべき業務＞ 

 

 

 

理由 

 

 

＜削除すべき業務＞ 

 

 

 

理由 
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設問 7-2.事業スキーム検討資料における「●.3.2 項 予防保全的維持管理の事業スケジュ

ール」「●.3.3 項 業務実施数量」に示す業務実施数量は対応可能か、ご回答ください。 

＜選択肢＞ 

ア 対応可能である。 

イ 対応可能でない。 

上記質問で、「イ 対応可能でない。」と回答した場合、どの業務が対応が困難であ

り、どの程度の数量であれば対応可能か、ご回答ください。 

＜回答欄＞ 

業務項目 年間対応可能数量 

（記載例）管路本管調査 （記載例）●ｍ／年まで可能 

  

  

  

  

  

  

  

 

設問 7-3.下水道台帳閲覧サービスを事業範囲に含めることに関して、ご回答ください。下

水道台帳閲覧サービスとは具体的に、柏市民や民間企業等から下水道台帳の閲覧を依頼さ

れた際の窓口対応、印刷料金の収納管理等を行う業務である。 

＜選択肢＞ 

ア 事業範囲に含めることは適切である。 

イ 事業範囲に含めることは適切でない。 

上記質問で、「ア 事業範囲に含めることは適切である。」と回答した場合、含める上

での留意点について、ご回答ください。 

＜事業範囲に含めるうえでの留意点＞ 

 

 

 

上記質問で、「イ 事業範囲に含めることは適切でない。」と回答した場合、その理由

をご回答ください。 

＜事業範囲に含めるのが適切でない理由＞ 
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８． 業務委託費の積算について 

事業スキーム検討資料における「●.4節 業務委託費の積算」について、以下の質問に対

しご回答ください。 

 

設問 8-1.カメラ調査延長は、スクリーニング調査結果により数量が変動するが、募集時は

単価を提案し、事業期間中に実際の実施延長により変動費として精算することに関して、

ご回答ください。 

 

①スクリーニング調査方法の基準 

＜選択肢＞ 

ア スクリーニング調査方法の基準は標準化されて明確であり、カメラ調査延長の

抽出に特に問題は生じない。 

イ スクリーニング調査方法の基準は不明確であり、カメラ調査延長の抽出におい

て、民間事業者の判断により大きく数量が異なる懸念がある。 

上記質問で、「イ」と回答した場合、それを防止する方策があれば、ご回答ください。 

＜回答欄＞ 

 

 

 

 

②カメラ調査単価 

＜選択肢＞ 

ア 募集条件としてカメラ調査延長を中大口径（800mm 以上）、小口径（800mm 未

満）で示し、そのそれぞれの単価を応募時に事業者に提案させれば、その延長

の数量変動に伴い、精算することで問題ない。（現場条件等により多少の変動

はあるが、許容範囲） 

イ 募集条件としてカメラ調査延長を中大口径（800mm 以上）、小口径（800mm 未

満）で示し、そのそれぞれの単価を応募時に事業者に提案させても、現場条件

等により大きく単価が変動するため、後日単価精算も必要となる。 

上記質問で、「イ」と回答した場合、単価変動が伴う具体的な現場条件等、単価変動後

の調査方法、その頻度はどの程度かについて、ご回答ください。 

＜単価変動が伴う現場条件等＞ 

 

 

 

＜単価変動後の調査方法＞ 

 

 

 

＜頻度＞ 
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設問 8-2. 修繕、設計、改築の延長は、カメラ調査結果により数量が変動するが、募集時は

単価を提案し、事業期間中に実際の実施延長により変動費として精算することに関して、

ご回答ください。 

 

① カメラ調査方法の基準 

＜選択肢＞ 

ア カメラ調査方法の基準は標準化されて明確であり、改築・修繕による対策必要

路線の抽出に特に問題は生じない。 

イ カメラ調査方法の基準は不明確であり、改築・修繕による対策必要路線の抽出

において、民間事業者の判断により大きく数量が異なる懸念がある。 

上記質問で、「イ」と回答した場合、それを防止する方策があれば、ご回答ください。 

＜回答欄＞ 

 

 

 

 

②改築・修繕・現状維持といった対策判定の基準 

＜選択肢＞ 

ア 対策判定の基準は標準化されて明確であり、改築・修繕による対策必要路線の

抽出に特に問題は生じない。 

イ 対策判定の基準は不明確であり、改築・修繕による対策必要路線の抽出におい

て、民間事業者の判断により大きく数量が異なる懸念がある。 

上記質問で、「イ」と回答した場合、それを防止する方策があれば、ご回答ください。 

＜回答欄＞ 

 

 

 

 

③修繕単価 

＜選択肢＞ 

ア 募集条件として修繕想定数量を、中大口径（800mm 以上）、小口径（800mm 未

満）で示し、そのそれぞれの単価を応募時に事業者に提案させれば、その延長

の数量変動に伴い、精算することで問題ない。（現場条件等により多少の変動

はあるが、許容範囲） 

イ 募集条件として修繕想定数量を、中大口径（800mm 以上）、小口径（800mm 未

満）で示し、そのそれぞれの単価を応募時に事業者に提案させても、現場条件

等により大きく単価が変動するため、後日単価精算も必要となる。 
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上記質問で、「イ」と回答した場合 、単価変動が伴う具体的な現場条件等、単価変動

が伴う修繕内容、その頻度はどの程度かについて、ご回答ください。 

＜単価変動が伴う現場条件等＞ 

 

 

 

＜単価変動が伴う修繕内容＞ 

 

 

 

＜頻度＞ 

 

 

 

 

④改築設計単価 

＜選択肢＞ 

ア 募集条件として改築設計数量を中大口径（800mm 以上）、小口径（800mm 未満）

で示し、そのそれぞれの単価を応募時に事業者に提案させれば、その延長の数

量変動に伴い、精算することで問題ない。（現場条件等により多少の変動はあ

るが、許容範囲） 

イ 募集条件として改築設計単価を中大口径（800mm 以上）、小口径（800mm 未満）

で示し、そのそれぞれの単価を応募時に事業者に提案させても、現場条件等に

より大きく単価が変動するため、後日単価精算も必要となる。 

上記質問で、「イ」と回答した場合、単価変動が伴う具体的な現場条件等、単価変動が

伴う設計内容、その頻度はどの程度かについて、ご回答ください。 

＜単価変動が伴う現場条件等＞ 

 

 

 

＜単価変動が伴う設計内容＞ 

 

 

 

＜頻度＞ 

 

 

 

 

⑤改築工事単価 

＜選択肢＞ 

ア 募集条件として改築工事数量を中大口径（800mm 以上）、小口径（800mm 未満）

で示し、そのそれぞれの単価を応募時に事業者に提案させれば、その延長の数
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量変動に伴い、精算することで問題ない。（現場条件等により多少の変動はあ

るが、許容範囲） 

イ 募集条件として改築工事単価を中大口径（800mm 以上）、小口径（800mm 未満）

で示し、そのそれぞれの単価を応募時に事業者に提案させても、現場条件等に

より大きく単価が変動するため、後日単価精算も必要となる。 

上記質問で、「イ」と回答した場合、単価変動が伴う具体的な現場条件等、単価変動が

伴う工事内容、その頻度はどの程度かについて、ご回答ください。 

＜単価変動が伴う現場条件等＞ 

 

 

 

＜単価変動が伴う工事内容＞ 

 

 

 

＜頻度＞ 

 

 

 

 

設問 8-3.ケース３・ケース４選択のみ回答事後保全的な維持管理に係る業務のうち、苦

情・事故一次対応、緊急清掃、緊急カメラ調査、緊急改築修繕について、想定数量のみを

示し、募集時の提案金額で、全てを民間事業者に委ねることで問題ないか（変動した場合

の費用負担リスクは、民側が負担）、ご回答ください。 

＜選択肢＞ 

ア 一式民間事業者に委ねることで問題はない。 

イ 問題があるため、上限数量・金額を定め、それ以上掛かる場合、市との協議に

より事後精算とするべきである。 

ウ 問題があるため、事後保全的な維持管理に係る業務は、全て事後精算（単価契

約）とするべきである。 

エ その他 

上記質問で、「エ その他」と回答した場合、具体的な支払い方法をご回答ください。 

＜回答欄＞ 

 

 

 

 

設問 8-4. そのほか、サービス購入料の支払い方法について、ご意見があれば、以下にご回

答ください。 

＜回答欄＞ 
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９． 民間事業者の創意工夫・ノウハウの活用 

設問 9-1.管路施設における巡視点検から管路内カメラ調査、ストックマネジメント実施計

画の見直し業務までをパッケージ化して、民間事業者に委ねる効果をご回答ください。

（複数回答可） 

＜選択肢＞ 

□ ア まとまった業務規模、長期事業期間による継続的なノウハウ獲得による業務

効率化 

□ イ まとまった調査を同一事業者が実施することによる調査の業務効率化、迅速

化 

□ ウ 次の工程との連動性、連携性を確保した業務実施による業務効率化及び迅速

化 

□ エ まとまった業務規模の調査等実施に伴う人材、資機材の計画的運用による効

率化 

□ オ 実施時期の平準化（閑散期に業務を実施等） 

□ カ 効率的かつ精度の高い管路内スクリーニング調査の実施（スクリーニング調

査手法を民間提案により決定する場合） 

□ キ 同一事業者による調査に伴う調査結果の均一化 

□ ク 調査結果と連動した実態と合ったストックマネジメント実施計画の見直し 

□ ケ その他：以下にご回答ください。 

＜「その他」回答欄＞ 

 

 

 

 

設問 9-2. ケース３・ケース４選択のみ回答管路施設における事後保全的維持管理業務をパ

ッケージ化して、民間事業者に委ねる効果をご回答ください。（複数回答可） 

＜選択肢＞ 

□ ア まとまった業務規模、長期事業期間による継続的なノウハウ獲得による業務

効率化 

□ イ まとまった業務規模、長期事業期間による継続的なノウハウ獲得による適切

な対応実施、対応の迅速化 

□ ウ まとまった業務規模の事後保全的維持管理実施に伴う人材、資機材の計画的

運用による効率化 

□ エ 緊急対応が常時発生する問題箇所に対する予防保全の実施による苦情の減少 

□ オ その他：以下にご回答ください。 

＜「その他」回答欄＞ 
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設問 9-3.管路施設における大規模修繕、改築設計、改築工事をパッケージ化して、民間事

業者に委ねる効果をご回答ください。（複数回答可） 

＜選択肢＞ 

□ ア まとまった業務規模の改築工事又は修繕を統一・類似した工法で実施するこ

とによる効率化 

□ イ まとまった業務規模の改築工事又は修繕を統一・類似した工法で実施するこ

とによる品質の安定化 

□ ウ まとまった業務規模の改築工事又は修繕のための人材、資機材の計画的運用

による効率化 

□ エ 実施時期の平準化（閑散期に業務を実施等） 

□ オ 次の工程との連動性、連携性を確保した業務実施による業務効率化及び迅速

化 

□ カ その他：以下にご回答ください。 

＜「その他」回答欄＞ 

 

 

 

 

設問 9-4.管路施設における予防保全的維持管理（調査）、予防保全的維持管理（設計、修

繕、改築）及び事後保全的維持管理をパッケージ化して、民間事業者に委ねる効果をご回

答ください。（複数回答可） 

＜選択肢＞ 

□ ア 人材・資機材の相互融通による効率化 

□ イ 次の工程との連動性、連携性を確保した業務実施による業務効率化及び迅速

化（調査と改築のパッケージ化） 

□ ウ その他：以下にご回答ください。 

＜「その他」回答欄＞ 

 

 

 

 

設問 9-5.管路施設における修繕、改築設計、改築工事について、民間事業者の創意工夫・

ノウハウの発揮が期待できる事業規模（金額）を教えてください。 

 百万円 

具体的にどのような点で創意工夫・ノウハウの発揮が期待できるか以下にご回答くださ

い。 

＜創意工夫・ノウハウの発揮が期待できる点＞ 
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設問 9-6.規定する仕様について、民間の創意・工夫ノウハウを発揮するために、どのよう

な仕様の制約が障壁となるでしょうか（例えば、実施年度の自由度等）。 

＜回答欄＞ 

 

 

 

 

１０． 業務指標について 

事業スキーム検討資料における「●.5節 業務指標（事業契約における性能指標）」につい

て、以下の質問に対しご回答ください。 

 

設問 10-1.契約基準の対象となる指標項目は適切か、ご回答ください。 

＜選択肢＞ 

ア 適切である。 

イ 適切でない。 

上記質問で、「イ その他」と回答した場合、削除すべき項目、追加すべき項目をご回

答ください。 

＜削除すべき項目＞ 

 

 

 

＜追加すべき項目＞ 

 

 

 

 

設問 10-2.契約基準の対象となる指標項目に関する指標の基準、ペナルティ金額の水準は適

切か、ご回答ください。 

＜選択肢＞ 

ア 適切である。 

イ 適切でない。 

上記質問で、「イ 適切でない。」と回答した場合、どのような水準とすべきかをご回

答ください。 

＜ペナルティ金額の水準＞ 
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設問 10-3.目標値の対象となる指標項目は適切か、ご回答ください。 

＜選択肢＞ 

ア 適切である。 

イ 適切でない。 

上記質問で、「イ 適切でない。」と回答した場合、削除すべき項目、追加すべき項目

をご回答ください。 

＜削除すべき項目＞ 

 

 

 

＜追加すべき項目＞ 

 

 

 

 

１１． 本事業の応募資格要件について 

設問 11-1. 事業スキーム検討資料における「●.6.1 項 応募者の構成」に示す条件が適切

か、ご回答ください。 

＜選択肢＞ 

ア 適切である。 

イ 適切でない。 

上記質問で、「イ 適切でない。」と回答した場合、どのような受皿組織（例えば、SPC

等）が適切かをご回答ください。 

＜回答欄＞ 

 

 

 

 

設問 11-2. 事業スキーム検討資料における「●.6.2 項 応募資格要件 ア・イ」に示す会

社に関する要件が適切か、ご回答ください。 

＜選択肢＞ 

ア 適切である。 

イ 適切でない。 

上記質問で、「イ 適切でない。」と回答した場合、どのような会社に関する要件が適

切かをご回答ください。 

＜回答欄＞ 
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設問 11-3. 事業スキーム検討資料における「●.6.2 項 応募資格要件 ウ」に示す予定技

術者に関する要件が適切か、ご回答ください。 

＜選択肢＞ 

ア 適切である。 

イ 適切でない。 

上記質問で、「イ 適切でない。」と回答した場合、どのような予定技術者に関する要

件が適切かをご回答ください。 

＜回答欄＞ 

 

 

 

 

設問 11-4.地域経済の活性化と地元企業育成の観点から、現状と同様に、地元企業が管路維

持管理業務、管路工事を実施していくことを視野に入れています。地元企業の利用につい

て、以下の質問にご回答ください。 

現状の柏市下水道の管路関連企業 

項目 実施企業 

苦情一次対応 詰まりの現場対応を柏市管工事組合が実施 

上部点検、管内調査 地域企業数社（市外企業含む）により実施 

管内清掃・汚泥処分 地域企業数社（市外企業含む）により実施 

維持補修工事 地域企業 50社程度（市外企業含む）により実施 

管設計（改築含む） 全国展開する企業数社により実施 

管工事（改築含む） 地域企業 20社程度（市外企業含む）により実施 

 

① 管路維持管理業務（苦情・事故一次対応、緊急清掃、緊急改築・修繕、定期清掃、汚

水桝点検・取付管改築）について 

＜選択肢＞ 

ア 全ての業務について現状と同様に地元企業が実施するように義務付ける参加資

格要件でも参画に支障はない。 

イ 全ての業務に限らず、一定の地元企業が実施するように義務付ける参加資格要

件でも参画に支障はない。 

ウ 地元企業に関する参加資格要件を設けられると、参画は困難である。 

上記質問の回答理由、主旨を以下にご回答ください。 

＜回答欄＞ 

 

 

 

 

② 管路工事について 

＜選択肢＞ 

ア 全ての業務について現状と同様に地元企業が実施するように義務付ける参加資

格要件でも参画に支障はない。 
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イ 全ての業務に限らず、一定の地元企業が実施するように義務付ける参加資格要

件でも参画に支障はない。 

ウ 地元企業に関する参加資格要件を設けられると、参画は困難である。 

上記質問の回答理由、主旨を以下にご回答ください。 

＜回答欄＞ 

 

 

 

 

１２． その他 

本事業に関して、自由意見等を以下にご回答ください。 

＜回答欄＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上です。ご協力ありがとうございました。 
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柏市下水道管路施設包括的民間委託に係るアンケートその２ 

■ 回答ご担当者 

ご回答いただきますご担当者様の連絡先等をご記入ください。 

会社名  

所属部署  

ご担当者名  

電話  

FAX  

e-mail  

 

１． 事業範囲 

事業スキーム検討資料その２における「第 3章 事業範囲」について、以下の質問に対しご

回答ください。 

設問 1-1.「第 3 章 事業範囲」に示す事業範囲が適切といえるか、ご回答ください。 

＜選択肢＞ 

ア 適切である 

イ 適切でない 

上記質問で、「適切でない」と回答した場合、その理由を以下にご回答ください。 

＜理由＞ 

 

 

 

 

設問 1-2.計画修繕、管更生設計、管更生工事を事業範囲に含まない場合、本事業への参画

意欲に影響するか、以下にご回答ください。 

＜選択肢＞ 

ア 計画修繕、管更生設計、管更生工事を事業範囲に含まなくても、本事業への参

画意欲は高い 

イ 計画修繕、管更生設計、管更生工事を事業範囲に含まないと、本事業への参画

意欲は弱まる 

ウ 計画修繕、管更生設計、管更生工事を事業範囲に含まないと、本事業への参画

意欲はなくなる 

上記回答の理由を以下にご回答ください。 

＜理由＞ 

 

 

 

 

柏市　大手第２回
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設問 1-3.事業期間を５年よりも短く設定した場合、本事業への参画意欲に影響するか、以

下にご回答ください。２年以下（選択肢アからウ）、３年（選択肢エからカ）と４年（選

択肢キからケ）でそれぞれ一つ回答ください。 

＜選択肢＞ 

ア 事業期間を２年以下に設定しても、本事業への参画意欲は高い 

イ 事業期間を２年以下に設定することで、本事業への参画意欲は弱まる 

ウ 事業期間を２年以下に設定することで、本事業への参画意欲はなくなる 

エ 事業期間を３年に設定しても、本事業への参画意欲は高い 

オ 事業期間を３年に設定することで、本事業への参画意欲は弱まる 

カ 事業期間を３年に設定することで、本事業への参画意欲はなくなる 

キ 事業期間を４年に設定しても、本事業への参画意欲は高い 

ク 事業期間を４年に設定することで、本事業への参画意欲は弱まる 

ケ 事業期間を４年に設定することで、本事業への参画意欲はなくなる 

上記回答の理由を以下にご回答ください。 

＜理由＞ 

 

 

 

 

２． 業務範囲について 

設問 2-1. 事業スキーム検討資料その２における「4.2 節 業務内容」に示す業務項目は適

切か、ご回答ください。 

＜選択肢＞ 

ア 適切である。 

イ 適切でない。 

上記質問で、「イ 適切でない。」と回答した場合、追加すべき業務又は削除すべき業

務について、理由と併せてご回答ください。 

＜追加すべき業務＞ 

 

 

理由 

 

 

＜削除すべき業務＞ 

 

 

理由 
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３． 業務委託費の積算について 

事業スキーム検討資料その２における「4.3 節 業務委託費の積算」について、以下の質問

に対しご回答ください。 

 

設問 3-1.事業スキーム検討資料その２「4.3.1 サービス購入料支払い区分」によるサービス

購入料の支払いについて、以下にご回答ください。 

＜選択肢＞ 

ア 適切である。 

イ 適切でなく、ある業務項目について仮に契約期間中の精算が認められない場

合、リスクフィーを上乗せする必要がある。 

上記質問で、「イ」と回答した場合、どの費目でリスクフィーを上乗せする必要がある

か、またその理由をご回答ください。 

＜費目＞ 

 

 

＜理由＞ 

 

 

 

設問 3-2. 事業スキーム検討資料その２「4.3.1 サービス購入料支払い区分」において、修

繕業務及び管更生改築業務は、※１で設計変更の事由を示していますが、それについて以

下にご回答ください。 

＜選択肢＞ 

ア 適切である。 

イ 適切でなく、これ以外にも管更生改築業務は設計変更が想定される事由があ

り、リスクフィーを上乗せする必要がある。 

上記質問で、「イ」と回答した場合、別途どのような事由でリスクフィーを上乗せする

必要があるか以下にご回答ください。 

＜事由＞ 
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設問 3-3. 管更生工法の要求性能として、募集時の要求水準は、複合管で補強の必要のない

条件とし、それに基づき民間事業者に単価提案してもらう一方で、事業開始以降、実施設

計の結果で、補強又は自立管への工法変更が必要となった場合に、設計変更（増額変更）

を行うことを想定しています。 

その場合、当初募集時の管更生工法の要求性能（複合管で補強の必要のない条件）に係

る要求水準はどのような条件とすれば良いか、ご回答ください。 

＜回答欄＞ 

 

 

 

 

４． リスク分担 

設問 4-1.事業スキーム検討資料その２における「4.4 節 リスク分担」について、以下にご

回答ください。 

＜選択肢＞ 

ア 適切である。 

イ 適切でない。 

上記質問で、「イ適切でない。」と回答した場合、どのような点が不適切か以下にご回

答ください。 

＜事由＞ 

 

 

 

 

５． 包括委託導入による効率化効果 

設問 5-1.包括委託の費用は、年間 10 億円～15 億円（維持管理２割、改築・修繕８割）で想

定しています。この事業規模の場合、公共が直営で単独発注する場合と比較して、どの程

度の削減効果があるかを概算でご回答ください。 

契約期間３年の場合：  ％ 

契約期間４年の場合：  ％ 

契約期間５年の場合：  ％ 

 

上記回答の理由について、ご回答ください。 

＜事由＞ 
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設問 5-2.管更生の設計と改築を一括して事業範囲に含める場合の定性的な効率化、品質向

上等の相乗効果について、以下に具体的にご回答ください。 

＜回答欄＞ 

 

 

 

 

６． その他 

事業スキーム検討資料その２に関して、自由意見等を以下にご回答ください。 

＜回答欄＞ 

 

 

 

 

 

７． 管路内スクリーニング調査に係る見積の依頼 

以下の条件で、御社の推奨する管路内スクリーニング調査手法を採用した場合におけるスク

リーニング調査及び人孔調査の見積を頂けないでしょうか。 

 

H30 から H33 までの単年度毎の 4 分割の発注 

 

 

 

以上です。ご協力ありがとうございました。 

H30 H31 H32 H33

1年目 2年目 3年目 4年目

箇所 2,994 2,305 3,826 3,785 12,910

業務実施数量（p10、p11）に示す数量

の２倍。「マンホール点検を行う箇所の

考え方」（p4）に示す飛び飛びの調査で
なく、全数調査のため。

m 78,449 53,604 80,569 67,687 280,309

マ ンホール内点

検業務

管路内スクリーニ

ング調査

合計
項　　　　目 単位

数量：事業開始後

備考
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柏市下水道管路施設包括的民間委託に係るアンケート 

■ 回答ご担当者 

ご回答いただきますご担当者様の連絡先等をご記入ください。 

会社名  

所属部署  

ご担当者名  

電話  

FAX  

e-mail  

 

１． 本事業への参画意向について 

設問 1-1.本事業は、柏市管路施設に関する維持管理業務、改築業務を民間事業者に委ねる

事業となります。事業スキーム検討資料を確認して頂いた上で、本事業に対し、興味・関

心はありますか。 

□ 大いに興味・関心がある 

□ 興味・関心がある 

□ 興味・関心はない 

設問 1-2.現時点で本事業への参画意向はありますか。 

□ ある 

□ 現時点では判断できない 

□ ない 

 

２． 事業導入スケジュール 

事業スキーム検討資料における「第 2 章事業導入スケジュール（案）」について、以下の質

問に対しご回答ください。 

設問 2-1.「募集要項等の公表」から「事業提案書受付」までに 3ヵ月の期間を取る予定で

すが、適切でしょうか。 

＜選択肢＞ 

ア 適切である。 

イ 適切でない。 

上記質問で、「イ 適切でない。」と回答した場合、どの程度の期間が適切かを提示く

ださい。 

 ヶ月間 

 
設問 2-2.市が現状実施する事後保全型維持管理を事業範囲に含める場合、引継ぎ期間に 1

ヵ月の期間を取る予定ですが、適切でしょうか。 

＜選択肢＞ 

柏市　地域建設
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ア 適切である。 

イ 適切でない。 

上記質問で、「イ 適切でない。」と回答した場合、どの程度の期間が適切かを提示く

ださい。 

 ヶ月間 

 
設問 2-3.そのほか、事業導入スケジュールについて、意見があれば、以下にご記入くださ

い。 

＜回答欄＞ 

 

 

 

 

 

３． 事業範囲 

事業スキーム検討資料における「3.1 事業範囲」に示す事業範囲について、下記の質問にご回

答ください。 

設問 3-1.今まで柏市では実施してこなかった予防保全型維持管理の業務（巡視点検、マン

ホール内点検、管路内カメラ調査、改築・修繕）を包括的民間委託のパッケージ範囲に含

むことを想定していますが、それについて以下にご回答ください。 

＜選択肢＞ 

   ア 全てパッケージ範囲に含むことでよい 

   イ 一部パッケージ範囲に含むことに問題がある業務がある 

   ウ 全て個別業務として発注すべきである 

  上記回答に対する理由を以下にご記入ください。 

＜理由＞ 

 

 

 

 

設問 3-2.今まで柏市が単独個別で発注している苦情・事故一次対応、緊急清掃、緊急改

築・修繕及び定期清掃等について、包括的民間委託のパッケージ範囲に含むことについ

て、以下にご回答ください。なお、包括的民間委託の範囲に含まれることで、現状の受託

業者が、現状どおりに受注できなくなる可能性があります。 

＜選択肢＞ 

   ア 全てパッケージ範囲に含むことでよい 
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   イ 一部パッケージ範囲に含むことに問題がある業務がある 

   ウ 全て個別業務として発注すべきである 

  上記回答に対する理由を以下にご記入ください。 

＜理由＞ 

 

 

 

 

４． 事業期間 

設問 4-1.事業スキーム検討資料における「3.1 事業範囲」に示す事業期間のうち、下記いず

れの期間が適切か、ご回答ください。 

＜選択肢＞ 

ア ３年 

イ ４年 

ウ ５年 

エ その他 

 年間 

 

上記質問の回答理由を下記にお示し下さい。 

＜理由＞ 

 

 

 

５． 事業内容 

設問 5-1.事業スキーム検討資料における「3.2.1 項 業務内容」に示す業務項目について、

ご回答ください。 

＜選択肢＞ 

ア 適切である。 

イ 適切でない。 

上記質問で、「イ 適切でない。」と回答した場合、追加すべき業務又は削除すべき業

務について、理由と併せてご回答ください。 

＜追加すべき業務＞ 

 

 

 

理由 
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＜削除すべき業務＞ 

 

 

 

理由 

 

 

 

設問 5-2. 事業スキーム検討資料における「3.2.2 項 業務実施数量」に示す以下の業務の

業務実施数量は、地域企業群で対応可能か、ご回答ください。 

【対象業務】 

＜予防保全的維持管理業務＞ 

・計画修繕業務のうち、管路本管 

・計画改築業務のうち、管路本管 

＜選択肢＞ 

ア 地域企業群により対応可能であり、また、複数の応募者の擁立が可能である。 

イ 地域企業群により対応可能であるが、複数の応募者の擁立は難しい。 

ウ 地域企業群により対応可能でない。 

 

上記質問で、「イ 地域企業群により対応可能であるが、複数の応募者の擁立は難し

い。」と回答した場合、地域企業群により、どの程度の数量まで対応可能か、ご回答くだ

さい。 

＜回答欄＞ 

業務項目 年間対応可能数量 

（記載例）管路本管工事 （記載例）●ｍ／年まで可能 

  

  

  

 

上記質問で、「ウ 地域企業群により対応可能でない。」と回答した場合、どの業務が

対応困難であり、どの程度の数量であれば対応可能か、ご回答ください。 

＜回答欄＞ 

業務項目 年間対応可能数量 

（記載例）管路本管工事 （記載例）●ｍ／年まで可能 
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６． 受皿組織の形態 

設問 6-1. 事業スキーム検討資料における「4 章 受皿組織の形態」について、本事業に対

して JV の構成員として参画したいか下請け企業協力企業として参画したいか、ご回答く

ださい。 

 

＜選択肢＞ 

ア ケース１の JVの構成員としての参画を希望する。 

イ ケース２の JV非構成員（下請け企業、協力企業）としての参画を希望するも

のとし、地域企業群で事業協同組合を設立しての受注を希望する。 

ウ ケース２の JV非構成員（下請け企業、協力企業）としての参画を希望するも

のとするが、事業協同組合の設立は希望しない。 

 

上記質問の回答理由を下記にお示し下さい。 

＜理由＞ 

 

 

 

７． その他 

本事業に関して、自由意見等を以下にご回答ください。 

＜回答欄＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上です。ご協力ありがとうございました。 
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柏市下水道管路施設包括的民間委託に係るアンケート 

■ 回答ご担当者 

ご回答いただきますご担当者様の連絡先等をご記入ください。 

会社名  

所属部署  

ご担当者名  

電話  

FAX  

e-mail  

 

１． 本事業への参画意向について 

設問 1-1.本事業は、柏市管路施設に関する維持管理業務、改築業務を民間事業者に委ねる

事業となります。事業スキーム検討資料を確認して頂いた上で、本事業に対し、興味・関

心はありますか。 

□ 大いに興味・関心がある 

□ 興味・関心がある 

□ 興味・関心はない 

設問 1-2.現時点で本事業への参画意向はありますか。 

□ ある 

□ 現時点では判断できない 

□ ない 

 

２． 事業導入スケジュール 

事業スキーム検討資料における「第 2 章事業導入スケジュール（案）」について、以下の質

問に対しご回答ください。 

設問 2-1.「募集要項等の公表」から「事業提案書受付」までに 3ヵ月の期間を取る予定で

すが、適切でしょうか。 

＜選択肢＞ 

ア 適切である。 

イ 適切でない。 

上記質問で、「イ 適切でない。」と回答した場合、どの程度の期間が適切かを提示く

ださい。 

 ヶ月間 

 
設問 2-2.市が現状実施する事後保全型維持管理を事業範囲に含める場合、引継ぎ期間に 1

ヵ月の期間を取る予定ですが、適切でしょうか。 

＜選択肢＞ 

柏市　地域維持管理
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ア 適切である。 

イ 適切でない。 

上記質問で、「イ 適切でない。」と回答した場合、どの程度の期間が適切かを提示く

ださい。 

 ヶ月間 

 
設問 2-3.そのほか、事業導入スケジュールについて、意見があれば、以下にご記入くださ

い。 

＜回答欄＞ 

 

 

 

 

 

 

３． 事業範囲 

事業スキーム検討資料における「3.1 事業範囲」に示す事業範囲について、下記の質問にご回

答ください。 

設問 3-1.今まで柏市では実施してこなかった予防保全型維持管理の業務（巡視点検、マン

ホール内点検、管路内カメラ調査、改築・修繕）を包括的民間委託のパッケージ範囲に含

むことを想定していますが、それについて以下にご回答ください。 

＜選択肢＞ 

   ア 全てパッケージ範囲に含むことでよい 

   イ 一部パッケージ範囲に含むことに問題がある業務がある 

   ウ 全て個別業務として発注すべきである 

  上記回答に対する理由を以下にご記入ください。 

＜理由＞ 

 

 

 

 

設問 3-2.今まで柏市が単独個別で発注している苦情・事故一次対応、緊急清掃、緊急改

築・修繕及び定期清掃等について、包括的民間委託のパッケージ範囲に含むことについ

て、以下にご回答ください。なお、包括的民間委託の範囲に含まれることで、現状の受託

業者が、現状どおりに受注できなくなる可能性があります。 

＜選択肢＞ 

   ア 全てパッケージ範囲に含むことでよい 
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   イ 一部パッケージ範囲に含むことに問題がある業務がある 

   ウ 全て個別業務として発注すべきである 

  上記回答に対する理由を以下にご記入ください。 

＜理由＞ 

 

 

 

 

４． 事業期間 

設問 4-1.事業スキーム検討資料における「3.1 事業範囲」に示す事業期間のうち、下記いず

れの期間が適切か、ご回答ください。 

＜選択肢＞ 

ア ３年 

イ ４年 

ウ ５年 

エ その他 

 年間 

 

上記質問の回答理由を下記にお示し下さい。 

＜理由＞ 

 

 

 

５． 事業内容 

設問 5-1.事業スキーム検討資料における「3.2.1 項 業務内容」に示す業務項目について、

ご回答ください。 

＜選択肢＞ 

ア 適切である。 

イ 適切でない。 

上記質問で、「イ 適切でない。」と回答した場合、追加すべき業務又は削除すべき業

務について、理由と併せてご回答ください。 

＜追加すべき業務＞ 

 

 

 

理由 
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＜削除すべき業務＞ 

 

 

 

理由 

 

 

 

設問 5-2.事業スキーム検討資料における「3.2.2 項 業務実施数量」に示す以下の業務の業

務実施数量は、地域企業群で対応可能か、ご回答ください。 

【対象業務】 

＜予防保全的維持管理業務＞ 

・巡視点検業務 

・マンホール内点検業務 

・管路内スクリーニング調査（管口カメラ調査）業務 

・管路内カメラ調査業務 

＜選択肢＞ 

ア 地域企業群により対応可能であり、また、複数の応募者の擁立が可能である。 

イ 地域企業群により対応可能であるが、複数の応募者の擁立は難しい。 

ウ 地域企業群により対応可能でない。 

 

上記質問で、「イ 地域企業群により対応可能であるが、複数の応募者の擁立は難し

い。」と回答した場合、地域企業群により、どの程度の数量まで対応可能か、ご回答くだ

さい。 

＜回答欄＞ 

業務項目 年間対応可能数量 

（記載例）管路本管調査 （記載例）●ｍ／年まで可能 

  

  

  

 

上記質問で、「ウ 地域企業群により対応可能でない。」と回答した場合、どの業務が

対応困難であり、どの程度の数量であれば対応可能か、ご回答ください。 

 

＜回答欄＞ 

業務項目 年間対応可能数量 

（記載例）管路本管調査 （記載例）●ｍ／年まで可能 
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６． 受皿組織の形態 

設問 6-1. 事業スキーム検討資料における「4 章 受皿組織の形態」について、本事業に対

して JV の構成員として参画したいか下請け企業協力企業として参画したいか、ご回答く

ださい。 

 

＜選択肢＞ 

ア ケース１の JVの構成員としての参画を希望する。 

イ ケース２の JV非構成員（下請け企業、協力企業）としての参画を希望するも

のとし、地域企業群で事業協同組合を設立しての受注を希望する。 

ウ ケース２の JV非構成員（下請け企業、協力企業）としての参画を希望するも

のとするが、事業協同組合の設立は希望しない。 

 

上記質問の回答理由を下記にお示し下さい。 

＜理由＞ 

 

 

 

７． その他 

本事業に関して、自由意見等を以下にご回答ください。 

＜回答欄＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上です。ご協力ありがとうございました。 
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柏市下水道管路施設包括的民間委託に係るアンケート 
■ 回答ご担当者 

ご回答いただきますご担当者様の連絡先等をご記入ください。 

会社名  

所属部署  

ご担当者名  

電話  

FAX  

e-mail  

１． 本事業への参画意向について 

設問 1-1.本事業は、柏市管路施設に関する維持管理業務、改築業務を民間事業者に委ねる

事業となります。本事業に対し、興味・関心はありますか。 

□ 大いに興味・関心がある 

□ 興味・関心がある 

□ 興味・関心はない 

設問 1-2.現時点で本事業への参画意向はありますか。 

□ ある 

□ 現時点では判断できない 

□ ない 

２． 事業範囲 

設問 2-1.今まで柏市が単独個別で発注している苦情・事故一次対応、緊急清掃、緊急改

築・修繕及び定期清掃等について、包括的民間委託のパッケージ範囲に含むことについ

て、以下にご回答ください。なお、包括的民間委託の範囲に含まれることで、現状の受託

業者が、現状どおりに受注できなくなる可能性があります。（複数回答可） 

＜選択肢＞ 

   ア 緊急改築・修繕をパッケージ範囲に含むことは差し支えない 

   イ 緊急改築・修繕をパッケージ範囲に含むことは問題である 

   ウ 緊急清掃及び定期清掃をパッケージ範囲に含むことは差し支えない 

   エ 緊急清掃及び定期清掃をパッケージ範囲に含むことは問題である 

 

  上記回答に対する理由を以下にご記入ください。 

＜理由＞ 

 

 

 

 

柏市　地域中小企業・組合
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３． 事業期間 

設問 3-1.事業期間のうち、下記いずれの期間が適切か、ご回答ください。 

＜選択肢＞ 

ア ３年 

イ ４年 

ウ ５年 

エ その他 

 年間 

 

上記質問の回答理由を下記にお示し下さい。 

＜理由＞ 

 

 

 

 

４． その他 

本事業に関して、自由意見等を以下にご回答ください。 

＜回答欄＞ 

 

 

 

 

 

 

以上です。ご協力ありがとうございました。 
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下⽔道管路の包括的⺠間委託の導⼊について

∗ 11月21日（火） 柏市土木部 ８番

柏市下⽔道公式キャラクター
れんこちゃん手賀沼（手賀大橋上空）

柏市の下水道事業（概要）

行 政 区 境 界

手賀沼流域下水道
（事業計画区域）

江戸川左岸流域下水道
（事業計画区域）

柏市

柏駅

合流区域

下⽔道事業︓昭和３５年事業着手
汚⽔普及率 ︓９０．０％
⾬⽔幹線整備状況︓５１．９％

（H2８末）
下水道管路延長
・汚水管：約1,084km
・雨水管：約 144km
・合流管：約 52km
・合計 ：約1,280km

経過年数別の布設延⻑（ｍ）

1/14



職員が⽇常管理業務に追われ，健全な維持管理が出来ない
⾼度成⻑期に整備した⽼朽管路施設の急増

（単位：件）

ツマリ 悪臭 陥没 合計

H20 2008 50 5 36 91

H21 2009 30 5 30 65

H22 2010 37 8 20 65

H23 2011 50 9 34 93

H24 2012 26 10 15 51

H25 2013 42 6 7 55

235 43 142 420

(56%) (10%) (34%) (100%)

年度

合計

苦情箇所図（ツマリ・悪臭・陥没） 調査箇所図（⾚⾊︓調査実績）

H27末までの
管内調査の実施延⻑は75km

年度別苦情内容と件数

陥没現場（中央町）

下⽔道管路における維持管理の現状

2/14

年間事業費予定（老朽化対策）
・調査点検費 1.3億円
・改築事業費 10.0億円

下⽔道インフラの総合的かつ計画的な⽼朽化対策の推進
財政負担の軽減・平準化を目的

ストックマネジメント計画の策定

管きょの⻑寿命化対策の状況（旭町）

ストックマネジメント計画の基本方針

対象管路(H37時点で35年経過した管路)

・約５６０ｋｍを調査点検
・約７０ｋｍの改築を10年で実施

3/14

中⻑期的な視点で下⽔道全体の⽼朽化対策を考えるために



4/14

⺠間のリソースを活⽤した包括的⺠間委託の導⼊が有効

下⽔道管路施設の管理業務における包括的⺠間委託導⼊ガイドラインより

効率的で持続可能な業務を目指す

新たな膨大な業務をこなすためには

・維持管理の質の確保・向上およびコスト縮減
・⺠間の創意⼯夫を取り⼊れた効率的で迅速な対応
・複数業務のパッケージ化および複数年契約による効率化

委託可能な現⾏業務の抽出

うち検討対象職員42人（下⽔道整備課 19人 下⽔道維持管理課 16人 雨⽔排⽔対策室 7人）

下⽔道関連全体職員 61人（平成26年度）

5/14

包括的民間委託で想定される業務

限られた財源・職員での計画的な維持管理を⾏うために
現況の体制と委託状況を把握し数値化



職員の定型・非定型業務、直営・外部委託の状況の抽出

定型業務 点検調査や清掃，簡易な監督・検査業務など
非定型業務 計画・積算・監督や住⺠対応，関係機関調整業務

6/14

図 課・担当別の業務量 図 課・担当別の外部活用状況（業務数）

下⽔道整備課 下⽔道維持管理課 雨⽔排⽔対策室
⺠間委託が可能な業務を抽出

複数年契約・複数業務の包括による効率化が可能

限られた財源・職員での計画的な維持管理を⾏うために
現況の体制と委託状況を把握し数値化

包括的⺠間委託導⼊後の執⾏体制の予測

7/14

新たな⽼朽化対策に必要な人員 4人

増減無し４人増

19人

16人

22人

17人
16人

19人

増

増

管理関連 1人増
整備関連 3人増

職員はマネジメント業務へ移⾏可能

直営コストの削減効果

※左表の雨⽔排⽔対策分の人数は除く

⻑期的な⽼朽化対策のために必要な人員は4人⼯
包括的⺠間委託の導⼊により現体制で対応可能



⺠間市場調査の結果

１）全国規模の管更⽣メーカー、管路維持管理企業
・事業への興味関心、参画意欲 ⾼い ・事業期間は３年以上を希望
・計画的維持管理（とくに改築）は含まないと、参画意欲が減少

２）柏市建設業協会、東葛管内の管路維持管理企業
・事業への興味関心、参画意欲 ⾼い ・事業期間は１年〜３年を希望
・計画的維持管理、⽇常管理業務をすべて事業範囲に含むことで良い

３）現在、下⽔道管路施設の⽇常管理業務を実施している市内の業者
・事業への興味関心はあるが、参画意欲は現時点では判断できないとした企業が多い
・事業期間は、１〜３年を希望（⻑期契約は現状どおり受注できるかが不安）
・緊急対応、定期清掃・修繕等の⽇常管理業務を事業範囲に含むことには反対

⽇常管理業務（緊急対応、定期清掃、修繕）は従来どおり市内業者へ
計画的維持管理業務を包括的⺠間委託で実施
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大手企業、柏市建設業協会などは参⼊意欲が⾼い
⼀⽅で⽇常管理業務を実施する地元企業は反対意⾒

地元企業の育成と保護を目的

H28~H29に3回実施

⺠間事業者の参⼊意欲および意⾒の確認

包括的⺠間委託による導⼊効果（包括的⺠間委託導⼊事例集より）

導
⼊
に
よ
る
効
果

業
務
の
範
囲
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柏市の業務予定範囲



包括的⺠間委託による導⼊効果
約６％（年間1億円程度）コスト縮減
リスク低減による市⺠サービスの向上

10/14

（委託期間：4年分）

（委託期間：4年分）

（期間：4年分）

（委託期間：4年分）

（期間：4年分）

（委託期間：4年分）

（期間：4年分）

（期間：4年分）

人件費 対象 下水道整備課・下水道維持管理課・雨水排水対策室（46.1人）

・職員の事務負担の軽減
・市のコスト削減
・公共のリクスの低減
・⺠間ノウハウの活用
・迅速・適切な対応
・複数分野の類似業務とりまとめに
よる⺠間側のコスト低減

・⺠の新たな雇用の創出

包括的⺠間委託のイメージ

11/14

大手企業、コンサルタント、調査会社、地元企業を主体とした共同企業体を想定

柏市

地元土木業者 コンサルタント 管路維持管理企業 管更正メーカー

管更正メーカー地元土木業者コンサルタント
コンサルタント

管路維持管理企業

共同企業体（ＪＶ）

計画策定 調査・点検 設計業務 改築・修繕

ストックマネジメント
計画の見直し

次期包括的民間委託の
事業費算出など

巡視点検
マンホール内点検
管路のテレカメ調査
清掃業務など

改築実施設計業務
修繕実施設計業務

改築工事
修繕工事

・平成30年9月の導入目標
・事業期間は4年の予定



取組スケジュール

執⾏体制の検討執⾏体制の検討

実施⽅針のとりまとめ実施⽅針のとりまとめ

関連企業、地元企業への市場調査関連企業、地元企業への市場調査

要求⽔準書素案の作成要求⽔準書素案の作成

包括的⺠間委託導⼊包括的⺠間委託導⼊

アドバイザリー契約
（要求⽔準書・募集要領・選定基準・契約書）

アドバイザリー契約
（要求⽔準書・募集要領・選定基準・契約書）

募集公告・説明，契約
（説明会，質問，契約，引継ぎ準備）

募集公告・説明，契約
（説明会，質問，契約，引継ぎ準備）

導⼊効果の検証導⼊効果の検証

・施設範囲の検討 ・事業範囲の検討
・事業手法の検討 ・事業期間の検討
・契約手法の検討

・業務要求⽔準の作成
・リスク分担（案）の作成

現時点

H28.11~H3
0.3

H30,4~
H30.9

事業スキームの検討事業スキームの検討

ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ

・現状執⾏体制の業務コスト構造分析
・包括導⼊後の執⾏体制検討コスト削減効果算定

・事業スキーム等に対する意⾒徴収
・参画意向の確認

・コスト削減効果の算定（現⾏職員数で対応可）

巡視点検

対象箇所

マンホール内点検
管路内スクリーニング調査

劣化箇所推
測

管路内カメラ調査

次期対策措
置の判定と
予定価格の
積算

次期包括委託へ（Ｈ35）〜

直営管路内カメラ調査

対策措置の判
定と予定価格
の積算

修繕
⻑寿命化対策 設計・⼯事
（布設替⼯事除く）

ストックマネジメント実施計画⾒直し業務

H28･H29
調査点検路線

H30〜H34
調査点検路線

直営マンホール内点検
直営管路内ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ調査

対象箇所

劣化箇所推
測

直営巡視点検

計
画
的
維
持
管
理
業
務

枠組み（案） 範囲外 包括的⺠間委託

包括的⺠間委託のスケジュール及び枠組み
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・ 債務負担行為（議会承認）の予定

導⼊検討に交付⾦を活用（国の⽀援あり）

13/14

交付⾦ 1,360万円

事業工程

ス
ト
ッ
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

実
施
計
画
策
定

事
業
構
想
の
検
討

事
業
方
式
の
選
択

～H28.3

包
括
的
民
間
委
託
の

事
業
ス
キ
ー
ム
案
決

定

H29.6~
H29.11頃

修
繕
・
改
築
の
対
策

判
定

H29.12頃

事
業
ス
キ
ー
ム
の

検
討

Ｔ
Ｖ
カ
メ
ラ
調
査

（直
営
に
て
実
施
）

企
画
・提
案
・

事
業
化

プ
ロ
ポ
ー
ザ
ル
評
価

資
料
作
成

(

実
施
要
領
案
作
成

ま
で)

H30.3頃H29.3 事
業
実
施
方
針
の
決
定

H29.12~
H30.3頃

H29.5~
H29.9頃

事
業
範
囲
の
検
討

H29.11~
H29.12頃 募

集
書
類
の
公
表

交付金を活用した検討業務



中⻑期的な包括的⺠間委託の展望（案）

14/14

地元業者も参⼊しやすい枠組み
より効果的な官⺠連携への移⾏

図 包括的⺠間委託及びコンセッションの中⻑期的な展望



下⽔道管路の包括的⺠間委託の導⼊について

柏市土木部下⽔道整備課

柏市下⽔道公式キャラクター
れんこちゃん手賀沼（手賀大橋上空）

年間事業費予定（⽼朽化対策）
・調査点検費 1.3億円
・改築事業費 10.0億円

下⽔道インフラの総合的かつ計画的な⽼朽化対策の推進
財政負担の軽減・平準化を目的

予防保全型維持管理

管きょの⻑寿命化対策の状況（旭町）

ストックマネジメント計画の基本方針
対象管路(H37時点で35年経過した管路)
・約５６０ｋｍを調査点検
・約７０ｋｍの改築を10年で実施

（コンクリート系管路 全体延⻑７５５ｋｍ）
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90億 77億

31.9億

11.3億

33.8億

管理運営費

新設整備

老朽化対策

その他

下⽔道事業費の内訳
役割 施策の分類

管理・運営費 維持管理費、汚⽔処理費、減価償却費など

建設改良費 汚⽔管、雨⽔管の新設整備費

建設改良費 ⽼朽化対策費（予防保全型維持管理）

建設改良費 その他（企業債の償還⾦、流域建設負担⾦など）

想定される全体の
下水道事業費
167億円

管理・運営費 90億円
建設改良費 77億円
（内老朽化対策 11.3億円）

15%
54%
管理・運営費

46%
建設改良費

建設改良費内訳

全体事業費割合（内訳）
167億円

建設改良費の割合（内訳）
77億円
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⽼朽化対策の⼿法検討
管路の新設整備に加え，今後は管路の⽼朽化対策として全体事業費ベー
スで７％（建設改良費ベースで１５％）程度の新たな業務が発⽣。

しかし、職員は日常業務等に追われ対応が困難な状況

そこで管路の予防保全型維持管理への移⾏のために有効な施策を模索
・直営⽅式・包括的⺠間委託・ＰＦＩ⽅式などから検討
・国や市の施策
人口２０万人以上の自治体はＰＰＰ／ＰＦＩ⼿法の導入を優先的に検
討をすることを規定

検討の結果、包括的⺠間委託が本市の事業に適すると判断
包括的⺠間委託導入に伴う基本検討委託を実施（Ｈ２８．１１〜Ｈ２９．７）

（執⾏体制の検討・事業スキームの検討・⺠間市場調査など）
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包括的⺠間委託の利点
柏市の下⽔道は、これまで維持管理業務の分野ごとに個別に発注して
いました。

緊急対応、清掃、調査・点検、設計
修繕⼯事、改築⼯事（布設替・管更正）など

予防保全的業務にあたる「調査・点検（清掃含む）、設計、改築⼯事
（管更正）」⼀連の業務をパッケージ化し、かつ複数年契約にょる効率
化を図ります。

包括的⺠間委託を導入することにより、⺠の創意⼯夫を活かした維持
管理の効率化と質の向上が期待されます。

コスト削減・事務負担の軽減・迅速化
最終的に市⺠サービスの向上に繋がる

4/9

包括的⺠間委託の効果

従来の直営⽅式に比べると
・コスト 年間１億円程度の削減
・人 員 職員４人⼯増が不要
・維持管理における迅速な対応

⺠間側
・⺠側の新たな雇⽤の創出
・⼯事の平準化によるコスト縮減と人員の確保

市⺠
・陥没等のリスクの低減
・安⼼して下⽔道を利⽤できる
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全国の包括的⺠間委託の導入状況

発注形態と発注レベルについて

管路包括の事例は少なく、予防保全型の維持管理に特化した包括は全国初の事例

性能発注を組み合わせた発注⽅式に段階的に移⾏（第1期はレベル１）

包括的⺠間委託の状況
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包括的⺠間委託の受託者のイメージ
地元業者の要望を反映し、第⼀期の包括委託から日常管理業務（緊急

対応、清掃業務（緊急対応）、簡易な修繕など）や改築⼯事（布設替）を
除いています。
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柏市

地元土木業者 コンサルタント 維持管理企業 管更正メーカー

管更正メーカー地元土木業者代表企業 コンサルタント維持管理企業

共同企業体（ＪＶ）

統括管理 計画的維持管理 計画的設計 計画的改築

一元的管理
業務計画

調査・点検
清掃業務など

改築設計
SM計画の見直し

改築工事



事業の概要及びスケジュール

• 平成３０年第１回定例会（３⽉）
債務負担⾏為の設定

• 平成３０年４〜５⽉
公募、公告⼿続き

• 平成３０年８〜９⽉
審査・契約⼿続き

• 平成３０年１０⽉
業務開始予定
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包括的⺠間委託の概要（案）
事業費 約３３億円
事業期間 平成３０年１０⽉〜平成３４年９⽉まで
事業内容 簡易カメラ調査 ４８５ｋｍ

テレビカメラ調査 ９６ｋｍ
改築⼯事延⻑ ４．４ｋｍ

１ 受託者によるセルフモニタリング
２ 柏市によるモニタリング
３ 第三者機関によるモニタリング

検査及びモニタリング体制
市職員の業務が監督から監視に代わります。選定された受託者が、契

約に定められた業務を確実に遂⾏しているか確認する必要があります。
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